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第１．外部監査の概要 

１．外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項及び「茨城県外部監査契約に基づく監査に関す

る条例」の規定に基づく包括外部監査である。 
 

２．選定した特定の事件（テーマ） 

地方自治法第252条の37第1項に規定する特定の事件として、以下を選定した。 
 

  「茨城県における都市計画事業土地区画整理事業（特別会計）に係る財務事務

及び事務の執行について」 
 

なお、監査対象機関は以下のとおりである。 
 ・茨城県企画部つくば・ひたちなか整備局 つくば地域振興課 
 ・茨城県土木部都市局都市整備課 
 ・つくばまちづくりセンター 
 ・茨城県竜ケ崎工事事務所 

 
３．特定の事件（テーマ）として選定した理由 

昭和 53 年 3 月、県は「県南県西地域交通体系調査委員会報告書」において「常

磐新線（第 2常磐線）構想」を発表した。これがつくばエクスプレスの整備及び沿

線開発事業のスタートであった。その後昭和 63年 11 月の常磐新線整備検討委員会

「常磐新線基本フレーム」合意を受けて、平成元年 5月茨城県開発公社は県の依頼

により伊奈・谷和原丘陵部地区の用地先行取得に着手した。平成 5 年 5 月 31 日、

伊奈・谷和原丘陵部地区の土地区画整理事業の事業計画が国によって認可され、県

施行の区画整理事業が正式に始まり、また、平成 6年 10 月 28 日には秋葉原におい

て常磐新線の起工式が行われ、核となる新鉄道（平成 13 年 2 月名称が「つくばエ

クスプレス」と決定）が着工された。その後、平成 13 年 3 月つくば地区（島名・

福田坪、上河原崎・中西、葛城、萱丸）の土地区画整理事業の事業計画が認可され、

平成 16年 5 月 18 日には残った中根・金田台地区の土地区画整理事業の事業計画が

認可された。平成 17 年 8 月 24 日には当初計画より 5年遅れで、つくばエクスプレ

ス開業の日を迎えた。開業当初の 1日平均輸送人員は約 15万人であったが平成 22

年には 27万人を超える現況にあり、利用客の増加が著しい。 

このような開発経緯に沿って、県では鉄道整備と一体的なまちづくりを推進する

ため、沿線 5 地区（伊奈・谷和原丘陵部、島名・福田坪、上河原崎・中西、葛城、

萱丸）において県土地開発公社による土地の先買い事業を行うとともに、うち 3地

区（伊奈・谷和原丘陵部、島名・福田坪、上河原崎・中西）では施行者として特別
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会計にて土地区画整理事業を運営している。これらの事業に係る県債残高は、平成

21 年度で 1,845 億円に達し、支払利息だけでも年間約 30億円を要している。さら

に、長期の地価下落の影響などにより事業収支が悪化しており、平成 21 年度決算

を基に算定した将来負担見込額は 859 億円と見込まれ、県財政の大きな負担となっ

ている。 

一方、阿見吉原地区では、平成 4年 3月、圏央道阿見東ＩＣ周辺において、つく

ばと成田の 2つの国際的機能を有する都市の中間に位置する立地条件を活かし、流

通・生産・研究等の産業系と住居系が共存するまちづくりにより沿線地域の活性化

に寄与することを目的に、「圏央道ＩＣ周辺市街地基本計画」が策定された。平成 8

年 1 月より県土地開発公社による土地の先行取得が開始され、平成 15 年 11 月、東

工区を先行して整備する事業計画が決定された。平成 20 年 9 月には「あみプレミ

アム・アウトレット」用地の売却引き渡しを行い、翌 21 年 7 月に同アウトレット

は開業に至っている。しかし、西南工区については平成 22年 9月 30 日にようやく

事業認可の取得となったが、現在、換地設計に係る土地活用意向等の地元説明会の

段階である。 

阿見吉原地区に係る県債残高は、平成 19 年度は 162 億円であったが、その後上

記アウトレット用地の売却により県債残高は圧縮され、平成 20 年度末残高は約 102

億円となっている。しかし、今後、西南地区の整備のため新たな起債を行う必要が

あり、また、既借入に係る利息も年約 1億円以上になっていることから、県財政へ

の影響が懸念されるところである。 

以上二つの開発事業は、上記概説したとおり「つくばエクスプレス」と「圏央道」

という新たな交通網の整備に絡む事業であり、今後の県の行財政に大きな影響を及

ぼす重要な事業と位置付けられる。また、県住宅供給公社が平成 22 年 9 月、破産

に追い込まれたこともあり、土地開発に絡む事業に対する県民の関心は非常に高い。  

一方で地域住民の当該事業に対する期待も大きい。そこで当該事業に係る事務の

執行が法令等に準拠しているか、また、その事務が地方自治法第 2 条第 14 項及び

第 15 項の趣旨（住民福祉の増進、最小経費で最大効果、組織及び運営の合理化、

規模の適正化など）を達成しているか、その管理運営の実態を監査することは、大

いに意義のあることと判断した。 

 

４．監査対象年度 

監査対象年度は、当該区画整理事業の事業期間に係る事業年度とする。なお、必

要と判断すれば、監査はその前後の年度にも及ぶものとする。 
 
５．外部監査の実施期間 

平成 22 年 7 月 13 日から平成 23 年 1 月 31 日まで 
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６．外部監査の方法 

（１）監査の要点 

①当該区画整理事業（以下、「事業」という）が法令等に則して適正に執行さ

れているか。 

②事業は経済性、効率性、有効性を十分考慮しているか。 

③事業は計画的に執行されているか。 
④文書の収発、整理及び保存は適切か。 
⑤議事録、諸報告書の作成は適正に行われているか。 
⑥土地等の管理は適切に行われているか。 
⑦工事の発注及び工事管理は、適正かつ的確に行われているか。 
⑧出先機関（つくばまちづくりセンター、竜ケ崎工事事務所）の事務管理は適

切に行われているか。 
⑨出先機関での物品調達は適正に行われているか。 
⑩事業は地域住民の福祉増進に貢献しているか。 

⑪事業の将来負担額の見込み額は適正に計算されているか。 
⑫今後の事業展開はどうあるべきか。 
⑬事業の評価はどのように行うべきか。 

 
（２）主な監査手続 

①ヒアリングの実施 
[表１－１]ヒアリング日程表の通り、県施行の土地区画整理事業に係る所管

部課に対して、２回にわたりヒアリングを行い、上記（１）監査の要点を基に、

必要な情報を入手した。 
②現地視察の実施 
 平成 22 年 8 月 23 日、[表１－２]現地視察日程表の通り、現地視察を行い、

現地の現況を確認するとともに、必要な情報を入手した。 
③県出先機関への往査 
当該区画整理事業に係る出先機関である「つくばまちづくりセンター」（産

業立地推進東京本部を含む）及び「茨城県竜ケ崎工事事務所」に対し、[表１－

３]監査日程表の通り、直接現地に赴いて、上記（１）監査の要点に従い、監査

を行うとともに、責任者等にヒアリングを行い、必要な情報を入手した。 
④関係書類の閲覧 
当該区画整理事業の所管部課、及び出先機関より提供を受けた当該事業に関

する資料について、分析・検討を行った。 
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⑤アンケート調査の実施 
当監査の円滑な実施に資するため、当該事業に係る地権者 25 名（内回収 17

名）、及び当該事業地の土地購入者 12 名（内回収 10 名）に対し、別紙のアン

ケート調査を行い、必要な情報を入手した。なお、アンケート結果の一覧表は、

[表３－１１]（P83）、[表３－１２]（P85）の通りである。 
⑥外部監査人による検討 
上記諸手続きにより入手した情報や監査証拠等について、包括外部監査人は、

監査補助者とともに十分かつ慎重に吟味し、分析と検討を行った。その結果に

ついて取りまとめたのが、本報告書である。 
 

７．外部監査の実施者及び監査日程 

（１）包括外部監査人   税理士        池谷達郎 
（２）包括外部監査補助者 税理士・公認会計士  赤岩 茂 

税理士・公認会計士  萩谷孝男 
税理士・公認会計士  坂東祐治 
税理士        増山英和 
税理士        高谷 豊 
税理士        坂入賢樹 
税理士        石橋大輔 
税理士        瀬戸貴文 

 
 
 [表１－１]ヒアリング日程表 

監査年月日 監査場所 対象機関 内容 
平成 22 年 
7 月 13 日 

県庁 15 階 
外部監査室 

･企画部つくば地域振興課 
･土木部都市局都市整備課 
･総務部財政課 

･総合計画・県の財政状況 
･区画整理事業の概要 

平成 22 年 
 7 月 20 日 

県庁 15 階 
外部監査室 

･企画部つくば地域振興課 
･土木部都市局都市整備課 

･TX 沿線土地開発事業の概要 
･阿見吉原地区土地開発事業 
の概要 
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[表１－２]現地視察日程表 
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[表１－３]監査日程表 
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８．利害関係 

選定した特定の事件について、包括外部監査人ならびに補助者は、地方自治法第

252 条の 29 の規定により記載すべき利害関係はない。 
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第２．茨城県の財政状況と土地開発事業の概要 

１．茨城県における行財政改革 

  茨城県では、現在「第５次行財政改革大綱」（平成２１年度～２３年度）に基づく

行財政改革が進行中である。平成７年以降、４次にわたり、行財政改革を進めてきた

ところであるが、三位一体の改革により、平成１６年度から地方交付税と臨時財政対

策債の大幅な削減、国内の景気低迷による県税収入の大幅減、財政の硬直化等により、

茨城県財政は危機的な状況が続いている。 
   県債残高の推移は、[図２－１]の通りであり、年々増加の一途を辿っている。 

[図２－１]県債残高の推移 
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一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の財政規模に対する比率である「将来

負担比率※」は、平成 21 年度、295.9%（平成 20 年度 288.7%）と、若干悪化し、

昨年度に引き続き、全国ワースト 4 位であった。財源不足を賄うため、一般財源基

金を取り崩してきた結果、平成 22 年度末の一般財源基金の残高は、約 11 億円（平

成 21 年度は 11 億円）の見込みとなり、枯渇寸前の状態が続いている。 
さて、この現況に対応すべく第 5 次行財政改革大綱では、「いばらきの新たな成

長・発展に向け、県民の視点に立った、質が高く、効率的な県民サービスの提供」

を基本理念に、次の四つの改革（丸数字は主な改革推進項目）を行うとしている。 
（１）財政構造改革 

①「財政再建団体」に転落しかねない財政構造からの脱却 
②県債管理基金からの繰替運用の削減 
③県債残高の圧縮 
④将来負担額の改善とプライマリーバランスの黒字化 
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⑤人件費の抑制 
⑥給与構造改革 
⑦公債費負担等抑制 
⑧公共投資の縮減・重点化 
⑨大規模建設事業等の見直し 
⑩事務事業見直し 
⑪公営企業・特別会計見直し 
⑫県税徴収率の向上 
⑬課税自主権の活用 
⑭広告収入等の確保 
⑮県等保有土地処分推進 
⑯県有財産の有効活用 
⑰収入未済額の縮減 

（２）出資団体改革 

①出資団体のあり方の抜本的見直し 
②経営の健全化（経営改革、責任明確化、組織のスリム化） 
③県関与の見直し（人的関与、財政的関与の削減） 

（３）県庁改革 

①県民サービス向上運動の推進（満足度の高いサービス提供） 
②成果を重視した行政経営の推進 
 （成果重視、試験研究機関の機能強化、民間活力導入） 
③職員の意識改革・組織の活性化 
 （新人事評価制度、庁内公募、職員研修の充実、職場環境の整備） 
④多様な人材確保（任期付職員、高齢職員の活用） 
⑤政策課題に柔軟かつ的確に対応する体制整備 
 （出先機関の見直し、小中学校の規模の適正化、電子県庁の推進） 
⑥県民・企業等との連携・協働による地域づくり 
（NPO や民間企業等との連携） 

⑦透明性の向上・チェック体制の強化（適正な公金取扱いの徹底） 
（４）分権改革 

①「地方政府」の確立に向けた地方分権改革の推進（広域連携の推進） 
②市町村との連携・協力の推進（市町村への権限移譲・人事交流推進） 
③市町村合併の推進 

 
上記の改革項目のうち、太字罫線の項目は、特に今回の包括外部監査に関わる

項目である。 
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※将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、次の算

式で計算される。  

 

         将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る

基準財政需要額算入見込額) 

   将来負担比率＝                                     

           標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

 

・将来負担額の内容  

① 一般会計等の地方債現在高  

② 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）  

③ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額  

④ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額  

⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額  

⑥ 設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の

額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額  

⑦ 連結実質赤字額  

⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

 
 
２．茨城県における土地開発事業の現状と今後 

（１）茨城県における保有土地問題 

平成 22 年 9 月 22 日に県議会に提出された「県出資団体等調査特別委員会 調

査結果報告書」によれば、本県の保有土地に係る借入残高は、平成 21 年度末で

約 4,293 億円となっており、これらの事業に係る保有土地の面積は約 1,594ha に

のぼっている。保有土地全体の簿価は、約 4,356 億円であるのに対して、平成

21 年度末時点で処分できた場合の収入見込み額は、約 2,593 億円であり、その

差額約 1,763 億円の評価損が発生していると発表した。また、処分代金で返済す

る計画のため、処分が進まなければ金融機関に対して利息を支払うだけとなり、

その年額は、平成 21 年度分で約 63 億円にのぼると報告した。 
多くの保有土地を抱える茨城県住宅供給公社（保有土地面積 234.1ha）、茨城

県土地開発公社（同 70ha）、茨城県開発公社（同 114.4ha）はずさんな土地購入

計画や管理体制、さらに地価下落による販売不振等により、土地の評価損が表面

化し、経営破綻状況に陥っている。特に、県住宅供給公社においては、債務超過

額約 316 億円が表面化し、再建を断念して平成 22 年 9 月 28 日、全国で初めて

水戸地裁に破産を申し立て、水戸地裁は同年 10 月 8 日、県住宅供給公社の破産

手続き開始を決定した。他にも県内では、高萩市住宅公社、古河市住宅公社が破

産に追い込まれている現況にある。 
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（２）ＴＸ沿線開発事業 

東京・秋葉原とつくば市を結ぶつくばエクスプレス（TX）（沿線図は[図２－２]
参照）は、平成 22 年 8 月 24 日で開業 5 周年を迎えた。茨城県は鉄道整備と一

体的なまちづくりを推進するため、特別会計により沿線地域 5 地区（伊奈・谷和

原丘陵部地区、萱丸地区、島名・福田坪地区、上河原崎・中西地区、葛城地区）

において、土地の先買い事業を行うとともに、うち 3 地区（伊奈・谷和原丘陵部

地区、島名・福田坪地区、上河原崎・中西地区）では、施行者として特別会計に

て土地区画整理事業を運営している。他の 2 地区（萱丸地区、葛城地区）及び中

根・金田台地区の区画整理事業については、独立行政法人都市再生機構（UR）

がその施行を担当している。 
 

［図２－２］つくばエクスプレス沿線図 
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ＴＸを運営する首都圏新都市鉄道㈱によると、開業以来輸送人員は順調に増加

し、平成 21 年度 9,779 万人、1 日平均では約 27 万 300 人となり、目標だった

27 万人を予定より 1 年早く達成した（[表２－１]参照）。 
 

［表２－１］ＴＸ輸送実績 

 
 
一方、沿線開発は大幅に遅れており、平成 31 年度までに土地売却などを終え

る計画だったが、地価の下落、工事の遅れ、資金不足等により、計画達成は困難

となり、土地の処分期間を平成 41 年度まで 10 年間延長した。また、長期の地価

下落などにより、当該区画整理事業の収支が悪化しており、平成 21 年度決算を

基に算定した一般会計の将来負担見込み額は約 859 億円に達し、県財政の大きな

負担となっている。 
 

（３）阿見吉原地区開発事業 

当地区の現状は、平成 22 年 9 月 22 日に県議会に提出された「県出資団体等調

査特別委員会 調査結果報告書」によれば、以下のように述べられている。 
［県は、首都圏中央連絡自動車道（以下、「圏央道」という）阿見東 IC 周辺にお

ける計画的な市街地整備を図るため、特別会計により先買い事業及び土地区画整

理事業を進めている（[図２－３]参照）。 
 
 


